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支配株主等に関する事項について 

 

当社の親会社等である、株式会社ヒノキヤグループ及び株式会社ヤマダホールディングスにつ

いて、支配株主等に関する事項は以下の通りとなりますので、お知らせいたします。 

 

記 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商

号等 

  （2021年 12月 31日現在） 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株券等が上場

されている金融商品取

引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

株式会社ヤマダ 

ホールディングス 
親会社 0.00 54.8 

54.8 

（間接所有） 

株式会社東京証券取引

所市場第一部 

株式会社ヒノキヤ

グループ 
親会社 54.8 0.00 

54.8 

（直接所有） 

株式会社東京証券取引

所市場第一部 

 

２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

 

親会社等のうち、上場会社に与える 

影響が最も大きいと認められる会社の 

商号又は名称 

株式会社ヒノキヤグループ 

その理由 当社の筆頭株主であり、議決権の 54.8％を保有してい 

るため 

 

 

 

会  社  名 株 式 会 社 日 本 ア ク ア 

 （コード 1429：東証第一部） 

住 所 東京都港区港南二丁目 16 番２号 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  中 村 文 隆 

問 合 せ 先 人 事 総 務 本 部 長  皆 川 和 貴  

（ T E L  0 3 - 5 4 6 3 - 1 1 1 7） 



３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

ヒノキヤグループは、住宅、不動産投資、断熱材、リフォーム、その他事業等によるセグメント

を有しており、断熱材とは当社の断熱材事業を指します。ヒノキヤグループは当社の議決権の 54.

8％を所有する第１位の株主であり、実質支配力基準により、当社の親会社に該当します。また、株

式会社ヤマダ電機（（現）株式会社ヤマダホールディングス）による株式会社ヒノキヤグループ株に

対する公開買付が成立したことにより、2020年 10月 29日をもって、同社は株式会社ヒノキヤグル

ープの親会社となりました。株式会社ヤマダホールディングスは、株式会社ヒノキヤグループを通

じて当社株式を 54.8％間接的に保有することになるため、同日付で当社の親会社となっておりま

す。 

 ①人的関係について 

当社取締役６名のうち、株式会社ヒノキヤグループ及びその子会社、また株式会社ヤマダホー

ルディングス及びその子会社（株式会社ヒノキヤグループを除く。）出身者はおりません。 

 ②取引関係について 

株式会社ヤマダホールディングス及び株式会社ヒノキヤグループの関係会社は、断熱材施工販

売事業において当社の販売先の位置付けにあります。この取引にかかる価格をはじめとする取

引条件は、他の取引先と同水準にて設定しております。 

 ③経営の独立性について 

上記のとおり、当社は株式会社ヤマダホールディングス及び株式会社ヒノキヤグループを親会

社としつつも、取締役における出身者はおりません。当社売上高に占める親会社等への依存度

は１割を下回ることから、経営や取引における独立性は確保している状況にあります。しかし

ながら、今後も株式会社ヤマダホールディングス及び株式会社ヒノキヤグループが当社の親会

社等であることは継続すると見込まれるため、両社の事業戦略やグループ管理方針等の変更が

された場合、当社の経営に影響を及ぼすリスクがあります。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

  当社と株式会社ヤマダホールディングス、株式会社ヒノキヤグループとの間には、開示すべき重

要な事項はありません。目下のところ当社と株式会社ヤマダホールディングス、株式会社ヒノキヤ

グループとの間で特に懸念される問題はなく、今後も安定的な営業取引を含めて良好な関係が維持

されるものと考えております。しかしながら、株式会社ヤマダホールディングス又は株式会社ヒノ

キヤグループの事業戦略やグループ管理方針等の変更がされた場合、当社の経営に影響を及ぼすリ

スクがあります。 

 



５．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

株式会社ヤマダホールディングス及び株式会社ヒノキヤグループに対する取引価格につきましては

一般の取引価格と同様、当社の見積価格および市場価格を勘案し都度協議の上決定しており、当社及

び当社の少数株主の利益を害することのないよう取引を行っております。 

以上 


